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１．概要（Summary） 

テラヘルツ帯は電波と赤外線の中間に位置し、高感度

検出技術はまだ開拓途上にある。本研究では天体からの

テラヘルツ帯スペクトル線の観測を目的とした超伝導ホッ

トエレクトロンボロメータ(HEB)ミクサ受信機の開発を進め

ている。HEB ミクサ素子の製作には、5-12 nm の高品質

超伝導薄膜の成膜とその微細加工が必要であり、その後

者のプロセスのためにナノプラットのドライエッチング装置

CE300Ｉ等を利用している。今年度は、ＡｌＮ緩衝層の効

果の評価を中心に行うとともに、ミクサの実用性を実験室

分子分光で確かめるための準備を進めた。 
２．実験（Experimental） 
【利用した主な装置】 

汎用 ICP エッチング装置、ブレードダイサー 
【実験方法】 

超伝導物質としてはNbTiNを用いている。石英基板上

に 5 -12 nm の超伝導薄膜を成膜し、その上に真空を破

ることなく金電極を成膜する。その後、HEB ミクサとして動

作するマイクロブリッジ（長さ 0.1 µ程度）を電極の金を削る

ことで製作する。その目的に CE 300 I ドライエッチング装

置を用いている。作成した石英基板上の HEB ミクサ素子

はダイサーを用いて素子ごとに切り分け、実験室に持ち

帰り導波管ミクサマウントに装着して性能評価を行う。本

年度は基盤と超伝導薄膜の間に AlN 緩衝層を入れる実

験を進めた。 
３．結果と考察（Results and Discussion） 
 HEB ミクサの雑音性能の一層の向上を図るために AlN
緩衝層を利用する方法を検証している。AlN 薄膜は当研

究室が保有するスパッタ装置で、窒素ガス中で Al ターゲ

ットをスパッタする方法で作成した。AlN緩衝層を用いると

NbTiN 薄膜の超伝導転移温度が大きく改善することが以

前の我々の研究で明らかになっているが、それが雑音性

能にどの程度反映するかを調べた。その結果、超伝導転

移温度の改善は確認されたが、ウエハごとに作成されるミ

クサ素子の性能は大きなばらつきを持つため、雑音性能

の定量的比較には至っていない。引き続き実験を継続し、

AlN 緩衝層の効果とメカニズムを明らかにする。 
一方、ミクサの実用性検証のための分子分光実験につ

いては、理化学研究所で装置が完成し、別途調達したミリ

波帯の受信機を用いて分光計として動作していることを確

認した。今後、HEBミクサ受信機（Fig. 1）を搭載して実験

を進めるべく、素子製作を進めている。 

 
Fig. 1 （左）HEB ミクサー素子、（中）受信機カートリッジ、

（右）受信機デュワー 
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